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潮流を読む
Read the current trends

活発化する地域銀行の統合による再編 内野 逸勢 氏

株式会社  大和総研
金融調査部  主席研究員

　地域銀行（地域金融機関[注１]の中の地方銀行と第二地方銀行）
の統合による再編が活発化している。それを間接的に後押ししている
のが、金融庁により２０２５年12月19日に公表された「地域金融力
強化プラン」[注２]だ。「地域金融力」を十分発揮できる経営基盤強
化を主な目的とした地域金融機関向けの政策パッケージである。
「地域金融力」とは、「有望なプロジェクトへの資金供給にとどまらず、
幅広い金融仲介機能を発揮しながら、地域経済に貢献する力」と
されている。ただし、「地域金融力の担い手」としての地域銀行は、
その役割を十分に発揮できるための経営基盤強化を進めていく
必要がある。そうでなければ「地域金融力の担い手」としての役割は
果たせないこととなる。地域の急速な少子高齢化による人口減少
とともに地域銀行などの顧客基盤＝事業基盤が縮小していく中で、
「十分な経営体力・収益基盤」を確保し、将来にわたって役割を果た
していくことが必須となる。顧客基盤縮小に加えて、地域銀行の
大小に関係なく、金融サービスを安定的に提供するためのコストは
増大している。この背景には、地政学リスクの顕在化などによる
経済・市場の想定外の変動に対応するリスク管理の強化、急速に
高次元化するサイバー攻撃やマネー・ロンダリングへの対応などの
非常に高度なシステムへの継続的な設備投資、高度な専門人材確保
などが考えられる。これらを踏まえると、地域銀行が単独で「地域
金融力の担い手」になれるのかとの懸念がこれまで以上に高まって
おり、地域銀行の統合による再編が活発化していると言えよう。
　「地域金融力強化プラン」の一環として、すでに26年４月24日には、
改正金融機能強化法[注３]が国会で成立し、経営基盤強化のための
地域銀行の統合の動きを後押しする政策が拡充されている。この
法律により、資本参加制度（＝地域金融機関などに対し、国（預金保険
機構）が公的資金による資本参加を行う制度）と資金交付制度
（＝合併・経営統合などを実施する地域金融機関などに対し、国
（預金保険機構）が追加的な初期コストの一部について資金交付を
行う制度）の期限延長・拡充などが実施される。両制度とも申請
期限は26年３月までであったが、前者は「『当分の間』に設定」（以下
断り書きがない限り、引用部分（「　」部分）の出所は「金融庁『金融
機能の強化のための特別措置に関する法律等の一部を改正する
法律案 説明資料』（26年２月）」）し、後者は「『31年３月末』まで
延長」した。前者は、恒久化が視野に入っている可能性があるが、
その一方、「資本参加先の適切な経営管理などの確保のための

規定を整備」することに加え、「資本参加先に対するモニタリングを
強化（経営管理態勢や法令等遵守態勢などの検証の適時適切な
実施など）」し、いわゆる"アメとムチ"の制度となっている。後者の
期限は、地域銀行やその親会社の合併などについて「相乗効果が
期待できる独占禁止法の特例法[注４]が30年11月までに廃止
予定」であることから、それに合わせて期限が設定された。容認される
地域銀行の統合の方法として「市場での株式取得による子会社化を
交付対象に追加」し、さらに「経営統合後の一定期間内の申請を容認」
している。さらに、地域経済の活性化に向けた取り組みを前提に、
統合・合併などを伴わない中小の地域金融機関などによるシステム
共同化を支援する枠組みを整備した。申請期限は、設計・開発期間
などを考慮し、「36年３月末」までとしている。
　「地域金融力強化プラン」では、顧客基盤の縮小＝預金減少に
より、「中長期的に経営の選択肢が狭まる可能性がある」とされている。
すでに、23年12月以降では、個人預金量が減少している地域金融
機関の数が、増加している地域金融機関の数を上回っている。さらに、
地域金融機関の規模（預金量など）と経費率（経費÷業務粗利益
（事業会社の売り上げに相当））の間には負の相関関係があり、地域金融
機関の経営状況は二極化している。前述したように、金融サービス
を提供するコスト負担がますます増えていくことを前提とすれば、
経費率を低下させることができない地域銀行が地域金融力の担い手
になることは難しいと言えよう。これらを踏まえると、統合による
地域銀行再編は今後も続くことになると言えるのではないか。

（５月20日執筆）

[注１] 特定地域を主要な営業基盤とする金融機関であり、地方銀行、第二地方銀
行、信用金庫、信用組合、農業協同組合、漁業協同組合、労働金庫などを含む。
[注２] 金融庁「地域金融力強化プラン」2025年12月19日
https://www.fsa.go.jp/news/r7/20251219/20251219.html
[注３] 「金融機能の強化のための特別措置に関する法律等の一部を改正する法
律」は国会で成立し、2026年５月７日に公布された。今後３カ月以内に全面施行され
る予定である。
[注４] 独禁法特例法は2020年11月27日に施行され、2030年11月27日までに廃
止される時限立法。内閣総理大臣の認可を受けて行う地域銀行（地方銀行、第二地
方銀行、埼玉りそな銀行を指す）やその親会社の合併などに対して、一定の場合に独
禁法を適用しないという特例を定めた法律である。これにより、貸出市場のシェアが
合併などの後に一定水準を超えて大きくなると予想される地域銀行でも、従来より
も容易に合併などを行うことが可能になる。

女性会
Business Women’s Club

青年部
Young Entrepreneurs Group 受け継がれる想い、つながる青年部

6月の活動報告

　６月５日（金）会員の資質向上を目的として、まなび塾『“難しくない”AI勉強
会』を実施しました。㈱プレイノベーション 代表取締役の菅家元志氏を講師
にお招きし、近年注目を集める生成AIについて、初心者向けに基礎知識や
活用方法を学びました。生成AIの仕組みや特徴、活用方法について分かり
やすく解説するとともに、実際の利用方法も紹介し、参加者の理解を深めま
した。
　また、６月１８日（木）には会員交流事業「Uの会」を開催しました。
　これまでは会員企業の飲食店を会場にしていましたが、今回は役員会と
同会場にて、(有)京香さん特製のお弁当をいただくという形で実施しました。

今年度、青年部ＯＢ会長が遠藤伸剛ＯＢ会長へ引き継がれました。遠藤伸剛ＯＢ会長は、青年部第22代
会長をはじめ、２年連続で専務理事を歴任されるなど、長年にわたり青年部を支えてこられました。このた
び、渡辺健史会長と遠藤伸剛ＯＢ会長に、青年部への想いや郡山のこれからについてお話を伺いました。

今回は会員卓話として、お料理角さんの有我洋子理事にお話しいただいた
ほか、４月・５月・６月に誕生月を迎える会員の誕生日をお祝いしました。
今後も女性会では、会員の皆様に役立つ学びの機会と交流の場を提供し、
さらなる会員サービスの充実に努めてまいります。

青年部に息づく郡山への想い
渡辺会長：郡山を少しでも良くしたいという気
持ちが、青年部活動のエネルギーになります。
同じ目標を持つ経営者同士が、本気でつなが
れる場所であることが、引き継いでいきたい青
年部の本質だと思います。

遠藤ＯＢ会長：私も最初は、青年部はイベント
団体なのかなと思った時期もありました。しか
し活動を重ねる中で、地域の先輩方に支えら
れ、「一緒に郡山を良くしていこう」という空気
の中で育てていただきました。その姿勢こそ、
大切にしてほしい部分です。

温故知新でつなぐ郡山の未来

次世代を担う皆さまへ

渡辺会長：人口減少、特に若い世代が郡山を離
れたまま戻ってこないことは大きな課題です。
「温故知新」のもと、ＯＢの思いを学び、次世代
に郡山の魅力を伝える活動につなげたいです。

遠藤ＯＢ会長：私も同じ課題意識を持っていま
す。郡山に住んでいて面白いと思ってもらえる
まちづくりが大切です。現役の行動力とＯＢの
経験、人脈が合わされば、地域の活性化につな
がる動きがつくれると感じています。

渡辺会長：自分自身を成長させられる場所です。
経営者は会社ではなかなか指摘を受けにくい
立場ですが、青年部では先輩や仲間から様々な
学びを得られます。また、商工会議所青年部は
親会との関わりを通じて、地域経済を担う方々
と接し、幅広い視点を学べることが魅力です。

遠藤ＯＢ会長：異業種の知り合いを増やし、一
生の仲間を得られる場所です。仕事を求める場
ではなく、仲間を広げ、自分にない力を借りな
がら街の活性化につなげていく。そういう団体
だと認識しています。

自分を磨き、仲間と出会う場所
左から渡辺健史会長、遠藤伸剛ＯＢ会長

遠藤伸剛ＯＢ会長（(株)ローズ・ビルサービス）渡辺健史会長（(有)フタバ装飾）

成長できる環境に身を置く
ことは、人生の重みにつながります。
多くの方に青年部の魅力が
伝わればと思います。

私は青年部に育てられました。
タイミングがあれば青年部の
輪に入り、その良さを感じて
ほしいですね。
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（1）共有持分の贈与 
共有者が本人の共有持分を他の共有者へ贈与すると、贈与税が課税されます。

（2）共有持分の放棄 
共有者が本人の共有持分を放棄すると、民法上は、その持分は他の共有者に帰属するが贈与には該当しません。しかし、贈与税
の課税上、共有持分の放棄により利益を受けた者は、共有持分の放棄した者からその利益に相当する金額を贈与により受けた
ものとみなされ、贈与税が課税されます。

（3）結論 
持分取得時の課税は、どちらも贈与税が課税されます。

（参考法令） 
民法255条（持分の放棄及び共有者の死亡） 
相続税法9条（その他の利益の享受） 
相続税基本通達9-12（共有持分の放棄）

（1）共有持分の贈与 
資産の取得価額及び取得時期は、贈与者の取得価額及び取得時期を引き継ぐものと規定しています。

（2）共有持分の放棄 
贈与税の課税上、贈与により取得したものとみなされても、所得税の課税上は、贈与により取得したものとみなされません。資産
の取得価額及び取得時期は、所得税法60条1項（贈与等により取得した資産の取得費等）の引継ぎ規定は適用されず、その放棄
があった時においてその時の通常の取引価額に相当する金額により取得したこととなります。この条文に規定する贈与には、
「相続税法の規定による贈与により取得したものとみなされるものを含む」という文言がないためです。

（3）結論 
資産の取得価額及び取得時期は、共有持分贈与の場合は贈与者の取得価額及び取得時期を引き継ぎますが、共有持分放棄の
場合には取得価額は放棄があった時の通常の取引価額に相当する金額で取得時期はその放棄があった時になります。

持分を取得した時はどちらも贈与税が課税され同様の取り扱いとなりますが、譲渡した時の取得価額及び取得時期については
異なることとなり、税負担に影響を及ぼすことになります。

（参考法令） 
所得税法60条1項（贈与等により取得した資産の取得費等）

A1　共有持分の贈与と放棄の課税A1　共有持分の贈与と放棄の課税

A2　持分を譲渡した場合の取得価額及び取得時期A2　持分を譲渡した場合の取得価額及び取得時期

A3　相違点A3　相違点

専門家Q&A
Experts Q&A

共有持分の贈与と放棄～
　　　持分譲渡の際の相違点

辻・本郷税理士法人郡山事務所

日本史のトビラ
Easy mental health in the workplace

豊臣秀長とはどんな人物なのか？ 河合　敦 氏
歴史作家

中小企業あるある相談室
Common Small Business Concerns

外部連携を成功させる『強み』と『線引き』の勘所 秋島　一雄 氏
中小企業診断士

　ＮＨＫ大河ドラマ「豊臣兄弟！」が大人気なので、今回は主人公の豊臣
秀長を紹介しよう。秀長は秀吉の３歳年下の弟だが、青年期までの確かな
記録はない。１５７７（天正５）年、秀吉は信長に中国の毛利氏攻めを命じ
られるが、これ以後、秀長は生涯、兄と行動を共にするようになる。
　「本能寺の変」後、秀吉は天下人を目指したが、翌年の賤ヶ岳の戦いで
弟の秀長は、柴田勝家軍の猛攻から本陣を守り抜いたり、小牧・長久手の
戦いで織田信雄の領地・伊勢を攻め立て降伏に追い込んだりするなど、
兄の勝利に大きく貢献した。１５８５（天正13）年、秀吉は紀州攻めを開始
するが、このとき秀長は最大７千の軍勢を率いながら、力攻めは避けて
巧みな調略で敵を降伏させていった。そして紀州平定後は、和歌山城を
拠点に紀伊・和泉の２国を支配することになった。
　同年５月、秀吉は四国の長宗我部元親の討伐を宣言したが、急病で
出陣ができなくなったので、秀長が総大将となり、元親を見事降伏させた
のである。この功で紀伊・和泉・大和の３国を支配する豊臣一族最大の
大名となった。このように軍事面で多大な貢献をした秀長だったが、外交面
でも卓越した手腕を発揮する。
　例えば島津氏に圧迫された豊後の大友宗麟が秀吉に助けを求めて
大坂城を訪ねた時、秀長は宗麟の手を取って屋敷に招き入れ、「私は
このとおり気さくな人間なので安心してください。今後は、内々のことは

千利休に、公のことは私におっしゃってください。悪いようにはいたしません。
何事も相談を」と安心させたのだ。感激した宗麟は、家臣たちに「秀長と
親密にすることが重要だ」と告げている。
　西国の雄・毛利輝元を郡山城に招いた時も見事な手腕を見せた。輝元
一行が来たと聞くと、５kmの道のりをただ一人馬に乗って出迎え、輝元と
馬を並べて、郡山城下を案内し、別邸で大いに歓待した。さらに後日、
興福寺や東大寺、春日大社などを輝元と一緒に巡り、猿沢の池のほとりに
ある寺院で、全ての毛利家臣に豪勢な食事や酒を提供した。しかもこの折、
秀長本人が各座敷に顔を出し、酌をして回ったというのだ。輝元は大いに
満足したという。このように秀長は、秀吉に引けを取らない"人たらし"
だった。
　そんな秀長は、１５８９（天正17）年に重病にかかってしまう。翌１５９０
（天正18）年、秀吉は関東を平定すべく小田原征伐に向かうが、この折、
秀長は秀吉の見送りにも行けない状態だった。一時は回復傾向を見せた
ものの病状は悪化し、同年11月には歩くのもままならなくなり、翌１５９１
（天正19）年正月に51歳の生涯を閉じた。
　秀長の遺産は金子（きんす）５万６千枚、銀子（ぎんす）は２間四方の
部屋に積み上げられ、銭（銅銭）も何万貫か分からぬほどだったという。
蓄財にも長けていたのである。

　「新しい事業を始めたいが、社内にノウハウがない」「人手不足で、これ
以上仕事を抱え切れない」。経営相談の現場では、こうした切実な悩みを
伺う機会が増えています。 経営資源が限られる中小企業にとって、全てを
自社で完結させようとするのは限界があります。そこで重要になるのが、
外部の力をうまく活用して事業を前進させる「外部連携（オープン
イノベーション）」という選択肢です。
　製造工程の一部を協力会社へ依頼する、販売を代理店と組む、ＩＴ開発
を専門業者に委託するなど、その形はさまざまです。 しかし、いざ連携を
始めてみると「期待していた成果が出ない」「かえってトラブルが増えた」
といった声も耳にします。 パートナーシップを単なる「外注」ではなく、
将来への有効な「投資」として成功させるためには、三つの重要な視点が
あります。
　１.自社の「中核」を見極める：外部連携の出発点は、自社に足りないもの
を探す前に「自社がどこで価値を生み出しているか」を内省することに
あります。 独自の技術、長年培った顧客との信頼関係、地域とのネット
ワークなど、自社の強みを丁寧に整理しましょう。「自社が担い、守るべき
コア」と「外部に任せてもよい部分」を明確に分けることが、無理のない
役割分担の第一歩となります。

　２.「信頼」を「形」にするルールづくり：中小企業の現場では「長い付き
合いだから大丈夫」という信頼関係に基づき、口約束のままプロジェクト
を進めてしまうケースが少なくありません。 しかし、技術情報や顧客情報
を共有する以上、秘密保持契約（ＮＤＡ）の締結はプロとしての最低限の
ルールです。 後のトラブルを防ぎ、健全な協力関係を長期間にわたって
維持するためには、なあなあにせず契約を整備しておく「情報管理の
意識」が、連携の成否を左右します。
　３.責任の所在と利益配分の「線引き」：実務レベルで最も重要なのが、
責任範囲の明確化です。「どこまでが自社の責任で、どこからを相手に
任せるのか」という線引きが曖昧だと、品質問題や納期遅れが発生した
際に、対応が後手に回ってしまいます。 また、リスクだけでなく「得られた
利益をどう分かち合うか」についても、事前に合意しておくことが欠かせ
ません。 双方が納得感を持って取り組める条件の整備が、安定した持続
可能な関係の前提となります。
　外部連携は、単なる「丸投げ」ではなく、自社の強みの再確認とそれを
最大限に生かすための戦略的な手段です。自社の強みを磨き適切な線引き
を行うといった準備こそが、外部の力を自社の成長へと変える確かな
鍵になるのではないでしょうか。

岡崎　仁氏税理士
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調査報告

読者アンケートに
ご協力ください！

日頃より、当所会報をご愛読いただき誠にあり
がとうございます。
さらに、見やすく、わかりやすい会報とするた
めに皆様のご意見をお聞かせください。

会報をご愛読いただいている皆様へ

早期景気観測調査結果
産業別業況DI【東北】 令和8年5月期

全業種
▲41.0
-8.9 建　設

▲57.6

卸　売
▲46.9

製　造
▲31.0

小　売
▲48.9

サービス
▲28.3

改善・
上昇

悪化・
減少

ほぼ
横ばい

福島県「福島県現住人口調査結果・毎月勤労統計調査地方調査結果、福島県鉱工業指数」、郡山市「郡
山市オープンデータ」、福島労働局「有効求人倍率の推移」、㈱東京商工リサーチ郡山支店「福島県企業
倒産状況」、総務省統計局「消費者物価指数」、経済産業省「商業動態統計」

※消費者物価指数は、令和2年(2020)年を100とした数値
※鉱工業指数は、令和2年(2020)年を100とした数値

前月比 前年同月比

※データ出所

福島県内人口（4月） 1,701,013人 186人

郡山市内人口（5月）
男 155,270人
314,936人 130人

70人

女 159,666人 60人

郡山市内世帯数（5月）145,530世帯 82世帯

全産業平均給与額［県］277,151円 7.5%

きまって支給する給与 266,423円
 特別に支払われた給与 10,728円

（3月期）
6.8%

総実労働時間［県］ 139.0時間 0.0%（3月期）

常用労働者数［県］ 658,111人（3月期） 0.3%

消費者物価指数［全国］（4月期） 113.0 1.4ポイント

百貨店・スーパー
合計販売額［県］ 23,948百万円 1.60%（4月期）

商業動態統計

6,400億円 5.4%

卸売業

商業販売額

4,230億円 6.5%

小売業 2,170

55
42
13 億円 2.1%

兆

兆

兆

［全国］（4月期）

有効求人倍率［市］（4月期） 1.44倍 0.03ポイント

有効求人倍率［全国］（4月期） 1.18倍 0.00ポイント

倒産件数［県］（5月期） 4件 6件

新設法人［県］（3月期） 101 件 35件

鉱工業指数［県］ 119.6倍 5.2%生産

122.4倍 7.8%出荷

倍在庫 130.5

（3月期）

0.8%

アンケートの
回答はこちらから

-23.2

+1.6 -2.1

-16.3 -5.9


